
愛媛県バランスシート、行政コスト計算書及び 

愛媛県全体のバランスシートの概要 

 

＜作成の目的＞ 

本県の財政事情については、これまでも予算・決算の議会への提出時や各種広報資料

等により公表してきているところであるが、県民への情報提供の充実を図るため、昨年

度に引き続き、総務省から示された基準に基づきバランスシートと行政コスト計算書を

作成するとともに、今年度新たに病院事業会計など公営事業会計を併記した県全体のバ

ランスシートを作成した。 

 

＜バランスシート＞ 

１ 作成方法 

（１）対象会計  普通会計 

（２）基準日   平成１４年３月３１日 

（３）基礎数値  主として昭和４４年度以降の決算統計データ 

 

２ 概 要 

（１）資産 

資産総額は２兆５，５５３億円で、取得原価による評価を原則としている。このう

ち、９１．６％の２兆３，４００億円が道路、橋りょう、学校、庁舎等の有形固定資

産である。 

 県民１人当たりでは、資産総額１６９万８千円、有形固定資産１５５万５千円 
 

（２）負債 

負債総額は１兆１９６億円で、うち地方債残高（固定負債の「地方債」と流動負債

の「翌年度償還予定額」の合計）は８，４０３億円となっている。また、退職給与引

当金は１，７９３億円で、これは年度末に職員全員が普通退職したと仮定した場合の

退職手当の要支給額を計上した。 

県民１人当たりでは、負債総額６７万７千円、地方債残高５５万８千円 

 

（３）正味資産 

資産合計から負債合計を差し引いた正味資産は、１兆５，３５７億円となっている。 
 

（４）有形固定資産形成の財源構成 

有形固定資産合計２兆３，４００億円に対し、地方債残高は８，４０３億円で、有

形固定資産の約３分の１は将来世代の負担で形成し、残りを国と現役世代で負担して

いることになる。ただし、国庫支出金の財源には国債が充てられている部分があるた

め、実質的な世代間の負担区分の把握は困難である。 



 

 

 

＜行政コスト計算書＞ 

１ 作成方法 

（１）対象会計  普通会計 

（２）対象コスト 平成１３年度の行政サービスに要した費用 

（資産形成につながる支出を除いた現金支出に、減価償却費、不納欠損

額、退職給与引当金等の非現金支出を加えた額） 

（３）基礎数値  主として平成１３年度決算統計データ 

 

２ 概 要 

（１）行政コスト 

コスト総額は５，４７５億円で、うち人件費等の人にかかるコストが２，０２６億

円（３７．０％）、物件費等の物にかかるコストが１，４７９億円（２７．０％）、扶

助費等の移転支出的なコストが１，６９７億円（３１．０％）となっている。 

また、行政目的別経費をみると、教育費の１，５２８億円（２７．９％）、土木費の

１，２２７億円（２２．４％）などがコストの大きい分野となっている。 

 県民１人当たりでは、コスト総額３６３，８０７円 

 

（２）収入項目 

収入のうち、使用料・手数料等（分担金及び負担金、使用料、手数料、財産収入、

寄附金、繰入金、諸収入の合計額）が３４５億円、国庫支出金（資産形成に資するも

のを除く。）が９４７億円、一般財源（地方税、地方譲与税、地方特例交付金、地方交

付税、交通安全対策特別交付金の合計額）が３，７３６億円となっており、行政コス

ト総額に対する割合は、使用料・手数料等が６．３％、国庫支出金が１７．３％、一

般財源が６８．２％となっている。 

 

（３）経年比較（平成１１年度～１３年度） 

伸び率は小さくなっているものの、行政コスト全体としては増加傾向にある。中で

も物にかかるコストが増加しており、特に減価償却費が大きな伸びを示している。 



 

 

 

＜県全体のバランスシート＞ 

１ 作成方法 

（１）対象会計  普通会計及び公営事業会計 

（２）基準日   平成１４年３月３１日 

（３）基礎数値  主として昭和４４年度以降の決算統計データ 

 

２ 概 要 

（１）資産 

資産総額は、普通会計の１．０３倍の２兆６，２３９億円となっており、このうち

９２．４％の２兆４，２３７億円が有形固定資産である。 

（２）負債 

負債総額は、普通会計の１．０６倍の１兆７９１億円で、このうち、地方債残高は

８，９３６億円、退職給与引当金は１，８０５億円となっている。 

 

（３）正味資産 

資産合計から負債合計を差し引いた正味資産は、１兆５，４４８億円となっている。 
 

 


